
平成29年 №40 

○東京学芸大学学部研究生規程の一部を改正する規程 

 

改正理由 

他の規程との用語の統一及び一般の研究生の入学者選抜の審議前に出願書

類等の確認期間を取るための出願期間の変更に伴い，所要の改正を行うもの

である。 

 

承認経過 

平成29年９月27日 教育研究評議会  審議・承認 

 

 

○東京学芸大学大学院教育学研究科研究生規程の一部を改正する規程 

 

改正理由 

他の規程との用語の統一に伴い，所要の改正を行うものである。 

 

承認経過 

平成29年９月27日 教育研究評議会  審議・承認 

 

 

 

 

 



 東京学芸大学学部研究生規程等の一部を改正する規程を次のように制定する。 

 

  平成29年９月28日 

                  国立大学法人東京学芸大学長 

                          出 口 利 定 

 

平成29年規程第29号 

東京学芸大学学部研究生規程等の一部を改正する規程 

 

 

次に掲げる規程の一部について，別紙新旧対照表の右欄を，左欄のように改正する。 

 

(1) 東京学芸大学学部研究生規程（昭和 60年規程第３号） 

(2) 東京学芸大学大学院教育学研究科研究生規程（平成７年規程第 10 号） 

 

 



東京学芸大学学部研究生規程の一部改正について 
 

改正理由：他の規程との用語の統一及び一般の研究生の入学者選抜の審議前に出願書類等の確認期間を取るための出願期間の変更に伴い，所要の改正を行うものである。 

改      正 現      行 

 

〔省略〕 

 

 （入学資格） 

第３条 研究生の入学資格は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 大学を卒業した者 

 (2) 外国において，学校教育における16年の課程を修了した者 

 (3) その他大学を卒業した者と同等以上の学力を有すると認められる者 

 

〔省略〕 

 

 （入学時期，在学期間及び出願期間） 

第５条 研究生の入学時期，在学期間及び出願期間は，別表第２のとおりとする。 

 

〔省略〕 

 

別表第２  

出願期間等 

研究生区分 
入学時期 在学期間 出 願 期 間 

委 託 研 究 生 月の初日 
３月以上

１年以内 

原則として入学日の40日

前まで 

一 般 の 研 究 生 

４月初日 １年 
２月１日から２月末日ま

での間の指定期間 

10月初日 ６月 
８月１日から８月末日ま

での間の指定期間 

備考 委託研究生の在学期間は，年度を超えることはできない。 

 

〔省略〕 

 

   附 則 

 この規程は，平成29年９月28日から施行する。 

 

〔省略〕 

 

 （出願資格） 

第３条 研究生の出願資格は，次の各号の１に該当する者とする。 

 (1) 大学を卒業した者 

 (2) 外国において，学校教育における16年の課程を修了した者 

 (3) その他大学を卒業した者と同等以上の学力を有すると認められる者 

 

〔省略〕 

 

 （入学時期，在学期間及び出願期間） 

第５条 研究生の入学時期，在学期間及び出願期間は，別表第２のとおりとする。 

 

〔省略〕 

 

別表第２  

出願期間等 

研究生区分 
入学時期 在学期間 出 願 期 間 

委 託 研 究 生 月の初日 
３月以上

１年以内 

原則として入学日の40日

前まで 

一 般 の 研 究 生 

４月初日 １年 
３月１日から３月20日ま

での間の指定期間 

10月初日 ６月 
９月１日から９月20日ま

での間の指定期間 

備考 委託研究生の在学期間は，年度を超えることはできない。 

 

〔省略〕 

 



東京学芸大学大学院教育学研究科研究生規程の一部改正について 
 

改正理由：他の規程との用語の統一に伴い，所要の改正を行うものである。 

改      正 現      行 

 

〔省略〕 

 

 （入学資格） 

第３条 研究生の入学資格は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 修士の学位を有する者 

 (2) その他の学校教育法（昭和22年法律第26号）第102条ただし書の規定により

修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者 

 

〔省略〕 

 

   附 則 

 この規程は，平成29年９月28日から施行する。 

 

〔省略〕 

 

 （出願資格） 

第３条 研究生の出願資格は，次の各号の１に該当する者とする。 

 (1) 修士の学位を有する者 

 (2) その他の学校教育法（昭和22年法律第26号）第102条ただし書の規定により

修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者 

 

〔省略〕 

 

 
 


